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20年後の文化科学研究科人材養成にむけて
人間文化研究機構での検討会から
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に将来構想を議論する場を設けた。そこでの討議から話題を拾ってみる。

まず人間文化研究という題目を検討すると,自然科学系の現状への疑念が噴出した。特定の目標を

定め,その実現を目指す mission oriented な研究計画申請と,それに応じた予算配分予算獲得競争

で,はたして調和のとれた全体像が実現するのだろうか。テクノクラート的な発想による審議会で巨

大予算を獲得することが自己目的と化した現状は,国家財政破綻への一里塚ではないのか。課題解決

型の問題設定そのものが,もはや現代の人類史的世界状況とは反りが合わない進歩主義史観の残津で

はないのか。いまだに欧米追従後追い路線でしかない他力本願の研究目標に囚われた視野狭窄には,

将来性はないだろう。となると,欧米語での定義による「環境」「人間」「文化」といった枠組みを

抜本的に問い直し,再吟味のうえで乗り越える,哲学的な視野が必要となるのではなかろうか。

今から 10年のスパンに限定するならば,進路変更の舵取りが重要となる。もとより絶滅危愼種の

悲哀を舐めつつぁる文化科学研究については,惰性の専門家集団が組織的疲弊と動脈硬化によって老

化を遂げる前に,専門領域横断,相互乗り入れによって若返りを図る必要が切迫してぃる。いままで

の学林珀勺営為を文化財,文化遺産と再定義し,それらをいかに将来の文化資源へと再活性するかの見

通しが不可欠だろう。それは敗戦後半世紀のパラダイムを過去の遺物として見切り,それに代替すべ

きモデルを構築する作業となる。「失われた20年」の轍を乗り越え,目的意識に欠けた予算消化型業

績主義から脱却する学術の構想が求められる。だが猫の目変化よろしき制度いじりは徒労を結果する

だけだろう。過度に技術的になった学問の手続きを一度ビ破算にすると同時に,短期的成果達成の圧

力の下で視野狭窄,小手先藝,基礎体力の劣化に陥る危機から,いかに若手を救うのか。

あらたな社会モデルを構築して,それを社会に根付かせるには,20年の視野が求められる。従来

の金融資本型資源消費社会を,知識社会型資源循環社会へと変更するには,いかなる雇用創出が必要

か。その条件を洗い出し,具体的な社会政策を提言する役割が,例えば総合研究大学院大学には求め

られているのではないか。スコレーあるいは「ゆとろぎ」の必要性を社会的に認知させ保障するため

の地盤整備は,国内市場の縮減に見合った国際学術共同体への志向を要求するはずだ。それはまた研

究機関固有の耐用年限,経年劣化の生態学を冷徹に分析し,老齢化対策を実施に移す方策でもある。

人的資源の養成を軽視し,人生計画もままならぬ雇用条件を押し付ける社会から,将来の人間文化は

育成し得まい。

現状認識からは具体的な問題点が浮かび上がる。若い世代の意見,提案を汲む執行体制が欠落し,

官僚機構の管理による煩瓊な執行手続きが事態を悪化させる。若手研究者や専門職員の安定的雇用と

魅力ある職場の実現なくして,将来の保障はあるまい。総定員法による官僚機構の縮小とは別途の,
学術的新領域開拓,社会的新規事業の創出も急務である。

法人化とともに複数の研究機関を束ねた人間文化研究機構の成り立ちを振り返れぱ,将来像もおの

ずと見えてくる。そしてその将来の構成員の,すくなくとも一定量は,総合研究大学院大学との連携

のなかで育成される。各々の基盤機関には設立任務に応じた研究業務があり,機構の水準ではそれを

地域研究として再統合した。その協働地域との双方向的協働からは次世代の育成が課題となろう。ま

た各基盤機関はそれぞれの基礎研究を営むが,それは機構水準では萌芽的・越境的研究集団を形成し,

対外的には多分野の学会における国際的展開へと結びっく。第3 に各基盤機関における共同研究は,

機構水準では連携研究と再定義されたが,それは対外的には既存の学会再編成,国際的な新研究組織

の提唱へと架橋されよう。第4に情報基盤整備にっいては,各基盤の事業を受けて,機構水準での横

断検索,文書庫の共有化が推進された。それはその先で国家的・国際的な学術情報処理体制の確立へ

と継承されよう。ここには新たな研究者の事業雇用創出が可能である。第5に,博物館機詐を持っ基



般機関での機関展示は,機構水準では連携展示へと発展したが,これは当然ながら,多分野,海外と
の展示協力へと結びっく。第6 にそれらの元締めとなる人事計画だが,これは機構水準では博士所1守

者,若手研究者の雇用計画に連動し,それはさらに大きな視野では,国際的な人材月成,雇用拡大へ
の市場戦略を要請する。求めるべきは,単純な量的拡大ではない。質的な知的労働への社会的評価の

成否を分かっだろう。もはや日本国内に閉じた学衍の再生産はありえない。因習的な師弟関如何か,

係を超えた,異分野に跨る,顔の見える後継者養成が,総合研究大学院大学に期待される所以である。
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